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１．大阪港（特定重要港湾）の概要

【港の役割】

位置図

今回評価対象施設

■大阪港の取扱貨物量の推移
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66,657堺泉北11

78,759神戸10

・・・

89,688大阪7

・・・

169,559千葉2

172,039名古屋1

総貨物量（千トン）港湾名順位

○2004年（1～12月）総貨物量：9,315万トン（+3.9%）
・外貿貨物3,462万トン（+6.4%）うちコンテナ貨物2,664万トン（+8.1%）、
173万TEU（+7.2%） [外貿貨物－コンテナ貨物＝７９８万トン]
・内貿貨物5,853万トン（+2.4%）うちフェリー貨物3,780万トン（+3.3%）

港湾取扱貨物量ランキング(2003)

出典：数字でみる港湾2005

出典：大阪市港湾局資料より （ ）：前年比

□ 難波津（なにわづ）と呼ばれた時代から海陸交通の要衝。我が国の生
産・経済活動の中枢、近畿圏の核となる大阪市に位置する中枢国際港湾。
□ 外貿貨物量3,462万トン、内貿貨物量5,853万トンを扱う（平成16年）。
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鋼材

RORO

RORO

北港南地区
（夢洲）

北港北地区
（舞洲）

南港北地区
（咲洲）

此花地区

港地区

大正地区

北港白津岸壁
（HS1～6）

梅町西岸壁

桜島岸壁

常吉岸壁

北港岸壁

天保山岸壁

第2～9号岸
壁

安治川1～3号岸壁

K1,2

J1～3

B1～4

D1～5

E1～7

I1～8

G1～8

第10,11号岸壁

大正第1突堤北岸壁

梅町岸壁

534千TEU
（134千TEU/B）

内貿ユニットロード

外貿コンテナ

内貿在来

危険物中古車関連

外貿在来

客船

コンテナ取扱個数

1,498千TEU

（H14実績）

286千TEU
（143千TEU/B）

330千TEU
（165千TEU/B）

261千TEU
（87千TEU/B）

45千TEU
（23千TEU/B）

A1～8

上記以外でのコンテナ取扱個数：42千TEU

フェリー埠頭
F1～F6

ライナー埠頭
L1～L7

C10

C11

中央突堤
北岸壁

今回対象施設

咲洲コンテナターミナル
ゲート待ちのコンテナ車両

の慢性的な渋滞

内航フェリーターミナル
F1～6

隣接バースとの離隔が十分
でないため、F2は休止状態
フェリーの大型化への対応
が限界に達しつつある

２．大阪港の現状

新コンテナターミナル
C10～C12（C12建設中）
基幹航路対応のため、次世
代高規格コンテナターミナ

ルの早期整備

ライナー埠頭
L1～L7

背後ヤードが狭隘なうえ
水深不足で利用率低下

製材品埠頭
J１

施設の老朽化が進んで
いる、位置的に台風の影
響をうけやすい。背後の
荷さばき地も狭隘

大正区、港区岸壁
施設の老朽化が著しく、
施設の利用率は低下

公共コンテナターミナル
R２～４、C6、７

取扱量の増加に伴い前面水
際線、背後ヤードが狭隘化

水面貯木場
輸入木材の製材化率の飛
躍的伸びで、遊休化

トラックの９０ｋｍ速度
制限の導入に伴って、
フェリー、RORO船の
需要の高まり

在来貨物
1,331千トン
（444千トン/B）

在来貨物
1,676千トン
（239千トン/B）

□（コンテナ貨物）船舶の大型化と貨物の増加に伴う、水深不足、及び背後
ヤードの狭隘化。

□（在来貨物）船舶の大型化に伴う水深不足。背後ヤードの狭隘化。分散した
保管施設。既存施設の老朽化。

□（フェリー貨物）船舶の大型化に伴う施設の水深不足。

□（港内物流）咲洲内でのコンテナ車両の慢性的な渋滞。南港大橋の渋滞。

内航フェリーターミナル
F7,8

交通アクセスに問題あり
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道路
480m

泊地(-１3m)
233,000m2

岸壁(-１3m)
260m

ふ頭用地
5.1ｈａ

泊地(－13m)
係船杭撤去 1式

舞洲
まいしま

夢洲
ゆめしま

さきしま

北港南地区

南港地区

南港東地区

咲洲

北港北地区

３．整備の目的と対象事業の概要

３

【整備目的】
目的①：バースの再編・集約
□ 南港地区（咲洲）等に分散する製材、紙・パルプ等の外貿バルク※貨物取
扱施設を集約する。

目的②：物流形態の変化への対応
□ 輸入原木の製材化率の飛躍的な増加に伴い、遊休化した木材整理場
（水面貯木場）の一部を埋立て、陸上の製材取扱施設に利用転換を図る。

目的③：船舶大型化への対応
□ 北米・南米の遠路航路に就航している外貿バルク船の大型化に対応する。

××

※バルクとは、バラ荷、バラ積み貨物のこと。
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【評価対象プロジェクトの概要】

泊地（-13m）係船杭撤去

ふ頭用地

道路

岸壁（-13m）

泊地（-13m）× ×

□ 大型バルク船に対応した水深１３ｍの多目的国際ターミナル
を整備する。
※大阪港のバルク船対応バースで最大水深となる。

□ 大量輸送・大量保管に必要な埠頭用地も同時に整備する。

区分 施設名 事業期間 数量

岸壁（-13m） H8～H26 ２６０ｍ

泊地（-13ｍ） H24～H26 ２３３千ｍ２

泊地（-13ｍ）
　係船杭撤去

H10～H11 １式

補助 道路 H25～H26 ４８０ｍ

起債 ふ頭用地 H12～H26 ５．１ha

直轄
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【事業の主な経緯】

【再評価に至る経緯】

【事業の進捗状況】

平成 ８年度 港湾計画（改訂） 岸壁（－１３m）等
平成 ８年度 事業採択・現地工事着手

平成１０～１１年度 水面荷役用係船杭撤去
平成１６年度 岸壁ケーソン据付開始

事業採択から１０年を経過した時点で継続中の事業

４７．６％２７．１５７．０H8～H26岸壁（－１３ｍ）係留施設

０％０．０２．５H25～H26道路臨港交通

施設

１６．９％７．３４３．３H12～H26ふ頭用地その他

１００％１．６１．６H10～H11
泊地（－１３ｍ）

係船杭撤去

３２．０％３６．１１１２．６合 計

０．０

既投資額

８．２

事業費

水域施設

０％H24～H26泊地（－１３ｍ）

進捗率事業期間施設名

●平成１７年度末の事業進捗状況 （単位：億円）
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大阪港（製材：輸入：在来貨物 仕出港方面別割合）
（2004年）

大洋州
11.0%

アジア
0.7%

北アメリカ
53.8%

南アメリカ
34.5%

北アメリカ

南アメリカ

大洋州

アジア

目的①：バースの再編・集約

４．事業の必要性

□ 木材の在来貨物（バルク）の輸入先は、遠路航路である北米（約５割）、南米
（約４割）及び大洋州（約１割）である。
今後は、新たに整備する岸壁（-13m）において、大型船が投入される北米・南
米航路に対応させる予定。

囲みが対象貨物

□ 紙・パルプの在来貨物（バルク）の輸入先は、遠路航路である北米（約８割）、
南米（約２割）である。
今後は、新たに整備する岸壁（-13m）において、大型船が投入される北米航
路と南米航路に対応させる予定。

大阪港（紙・パルプ：輸入:在来貨物　仕出港割合）
（2004年）

アジア
0.4%

大洋州
0.1%

中央アメリカ
0.2%

南アメリカ
17.3%

北アメリカ
82.0%

北アメリカ

南アメリカ

アジア

中央アメリカ

大洋州

● 広範囲のバルク貨物を再編・集約

評価対象施設

評価対象施設

●印は貨物取扱施設

囲みが対象貨物●印は貨物取扱施設
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大阪港における輸入木材の製材化率の推移
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● 大阪港における木材荷さばき方法の変遷

木材整理場 水面貯木状況（以前）

陸上での製材保管状況（現状）

木材倉庫位置図 [木材倉庫A社の事例]

□ 大阪港では木材整理場（水面貯木場）を利用する原木（丸太）の

輸入量が激減している。 利用率の低下した木材整理場を陸化し、

陸上での製材取扱施設の確保をする。

□ 当該プロジェクト整備エリア直背後には木材団地が控えており、

大阪港で扱う林産品が集積している。 咲洲地区等に分散した取扱

施設を集約化し、物流の効率化を図る。

目的②：物流形態の変化への対応

出典：港湾統計年報

木材団地

※ 製材化率とは、原木＋製材の木材輸入合計量に対する製材量の比率。

今回対象施設
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●バルク船の船型動向

目的③：船舶大型化への対応

建造年が新しいほど船舶大型化の傾向にあるが、水深１３ｍの施設があれ
ば、大阪港入港実績の船舶におおむね対応できる。

大阪港での林産品、紙・パルプ運搬船の入港実績（平成16年度）

※DWTとは、載荷重量トン数の意味、船舶が積載し得る貨物の最大重量をトン単位で表した数。

□ 全世界で就航するバルク貨物船の船型

・15,000～50,000DWT級（必要水深10ｍ～14ｍ）の大型船が大半を占める。

外貿バルク貨物を扱う岸壁の大型化が必要
バルク船の在来船型
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出典：港湾技研資料No910 1998 統計解析等による対象船舶の諸元

必要水深13m以上

隻
数
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※ RORO船とは、 船尾や船側にゲートを有し、トラック等がそのまま乗り降りを行う船舶。

● 北米、南米航路の大型貨物船の効率的な荷役形態

寄港実績（Ｊ岸壁）を有する製材運搬用

大型ＲＯＲＯ※船 {42,424DWT、最大喫水12.02m}
寄港実績（Ｒ岸壁）を有する紙・パルプ、製材運搬用フル
オープンハッチ船 {45,000DWT超、最大喫水11.8m}

フルオープンハッチ船

紙の荷役状況

□ 再編対象である咲洲のＲ岸壁、Ｌ岸壁で主に取り扱われている製材、紙・パル
プは、北米、南米の遠路航路からの輸入が大半を占める。

フルオープンハッチ船

パルプの荷役状況

フルオープンハッチ船模式図

□ 帰り荷の確保や独自の荷役形態で、物流の効率性を実現している。

○ RORO※船では、韓国で自動車、建機を積み込むループが構築されている。

○ フルオープンハッチ船では、自船の専用機械で効率的な荷役を行っている。
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対象貨物の現状と将来予測

需要の推計

《現状》

輸入量は75～100万ト
ン程度で堅調に推移。

《将来》

大阪港は、引き続き近
畿圏内の製紙工場への
紙・パルプの供給拠点で
ある。

《現状》

我が国は世界第３位の紙・板紙生
産量を誇る。情報通信の発展によっ
て印刷・情報用紙の用紙が伸びてお
り、国内の総生産量は約3千万トンで
堅調に推移。

《将来》

景気回復で荷動きが活発化。古紙
が活用されていても、一定量のパル
プの消費は必要。

紙・

パルプ

《現状》

近畿地域では、年間住
宅着工数20～25万戸程
度の安定的な需要がある。

《将来》

京阪神地域だけでも
1970年以前の戸建て住
宅が約1百万戸程度ある。
住宅建材は重くて嵩高
いため、遠距離輸送に適
さず、消費地に近い大阪
港は、引き続き有利な立
地条件にある。

《現状》

木材輸入と相関の強い年間住宅着
工数は、近年120万戸程度で堅調に
推移。

製材の輸入量は近年1千万ｍ３で堅
調に推移。

《将来》

我が国の住宅は比較的短期間（20
～30年程度）で取り壊され、建て替え
られている。

防災の機運が高まり、耐震補強の需
要増もある。

在来工法の主要部材には、日本の栂
（つが）・松に似た北米西岸の針葉樹
が好まれる。

木材

近畿（大阪）全国区分
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木材（製材）輸入量の推移
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●我が国における木材（製材及び丸太）輸入の動向

木材（丸太＋製材）輸入量の推移
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新設住宅着工戸数
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出典：国土交通省「住宅着工統計」

□ 我が国の木材（製材及び丸太）の輸入量は、丸太輸入量の
減少に伴い全体的に減少傾向であったが、近年若干の増加
に転じている。

●我が国の新設住宅着工戸数の動向

●大阪港における製材（輸入）の推移

※ 2004年実績775千トンの内訳は、コンテナ貨物482千トン、バルク貨物293千トンである。

出典：財務省「貿易統計」、(財)日本木材総合情報センター資料

大阪港　製材・丸太（輸入）の推移
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製材の集約

R２岸壁 4千トン

R５岸壁 33千トン

R４岸壁 18千トン

Ｌ１岸壁 9千トン

Ｅ岸壁 1千トン

Ｌ４岸壁 58千トン

Ｊ岸壁 29千トン

評価対象施設

5号岸壁 1千トン

R３岸壁 9千トン

140千ﾄﾝ

貨物量は平成16年実績

注）四捨五入で１千トン
以上の施設を対象に記
載。

出典：大阪港港湾統
計資料

□ 大型船が投入される北米・南米の遠路航路に対応するために、
広範囲に荷揚げされている製材貨物を当該施設に集約する。

※ 集約対象施設の全体取扱量171千トンのうち140千トン（82％）を評価対象施設に集約
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● 大阪港における紙・パルプ（輸入）の推移

製紙工場所在地
[出典：日本製紙連合会ＨＰ]

紙・パルプ（輸入）の推移

952 978

767

848

945
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1,200

2000 2001 2002 2003 2004

貨
物
量
　
千
ト
ン

紙・パルプ

大阪港

出典：大阪港港湾統計※ 2004年実績 945千トンの内訳は、コンテナ貨物474千トン、バルク貨物471千トンである。

※

●我が国の製紙工場所在地
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紙・パルプ貨物の集約

貨物量は平成16年実績

□ 大型船が投入される北米・南米の遠路航路に対応するために、
広範囲に荷揚げされている製材貨物を当該施設に集約する。

※ 集約対象施設の全体取扱量427千トンのうち240千トン（56％）を評価対象施設に集約

Ｌ１岸壁
63千トン

注）四捨五入で１千トン以上
の施設を対象に記載。

出典：大阪港港湾統計資料

R２岸壁 6千トン

R３岸壁 35千トン

R５岸壁 130千トン

R４岸壁 41千トン

Ｌ４岸壁 142千トン

南港Ｃ－6岸壁 18千トン

南港Ｃ－7岸壁 5千トン

南港Ｃ－9岸壁 7千トン

R１岸壁 1千トン

Ｌ５岸壁 5千トン

評価対象施設

240千ﾄﾝ
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○ユーザーヒアリングより

(港湾利用Ａ社)
・日本の輸入木材は戸建需要がメイン。木材住宅着工数の推移を見ても、木造家屋
の建築数は安定。少子化による人口減少に伴い住宅着工数が低下する懸念もある
が、耐震補強の需要増もあるかと考えている。
・保管場所の分散により横持ち費用が発生しており、バースの集約化に期待している。
・製材の大量入荷時には、荷捌き場所、保管場所が不足している。

(港湾利用Ｂ社)

・製材、紙・パルプの輸入に際して、Ｌバースを使用しているが、水深が浅く（－１０ｍ）、
喫水不足の場合有り。
・フルオープンハッチ船は、船舶搭載の荷役機械を利用することで荷役効率が高く、
全天候での荷役が可能。需要は世界的には年３～４％で伸びており、フルオープン
ハッチ船のサービスはフルコンテナ船と比較しても遜色なく、今後も継続した需要が
有ると考えている。今後、船舶大型化の計画もあり大型岸壁の整備に期待している。

(港湾利用Ｃ社)
・一時に製材を大量入荷する際には、荷捌き場所、保管場所が不足。
・製材はビニールで梱包されており、多段積みしたくはないが、場所が狭く、やむなく
製材を４～５段積している状況である。
・製材は毎月入荷しており、今後も安定的に需要ありと見込んでいる。
・現在、関東の需要量が多いが、傾向としては関東が好調の後に関西が好調になる
ので、今後、大阪の需要量も多くなるものと予測。
・今のＪ岸壁は老朽化が進んでおり、位置的にも台風の影響を受けやすい。
・現在、大阪港においては荷捌き地は目一杯の状態。大阪港内で他に良い場所がな
いか探しているところ。南港東で計画されているふ頭用地は、岸壁水深が深く、埠頭
用地面積も十分に広いので、完成した際には、当社も利用を考えたい。

(港湾利用Ｄ社)
・現状におけるヤード、倉庫については、製材の大量入荷時に荷捌き地や保管場所
が不足している。
・南港東地区のふ頭用地は、木材の集約場所として期待しており、早期の完成を要望
する。

地元利用者の意見
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【需要の推計とりまとめ】

今回対象岸壁の対象貨物量の設定

（単位：千トン／年）

３８０３８０合計

２４０２４０
軽工業品

（紙・パルプ）

１４０１４０
林産品
（製材）

貨物量移入移出輸入輸出

※１ 目標年次 平成３２年度（供用後５年経過）

※２ 実績及び主要企業へのヒアリングを行い設定
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１）費用対効果分析

「港湾投資の評価に関する解説書２００４（平成１６年１０月）」に

基づき評価を行う。

本プロジェクトによる事業効果の波及過程と便益項目を以下に示す。

（１）事業の効果

輸送費用削減便益

「林産品（製材）」、「軽工業品（紙・パルプ）」を荷主まで輸送す

るにあたり、船舶の大型化による海上輸送費用の削減便益を輸送コスト

削減便益とする。

ターミナル
の混雑緩和

・排出ガス等の減少

・沿道騒音等の軽減

輸送コスト
の削減

輸送の
信頼性向上

期待される効果期待される効果

物 流 の 効 率 化

（貨幣換算を行う）（貨幣換算を行う）
（貨幣換算を行わない）（貨幣換算を行わない）

地域社会・経済の発展

期待される便益期待される便益

事業の投資効果

岸壁の整備
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ａ．事業全体

事業全体に係る便益の計測にあたっては、

【 with 】 ：岸壁が整備される

【 without 】：岸壁が整備されない

の両者を比較するものとする。

（２）便益の計測

ｂ．残事業

残事業に係る便益の計測にあたっては、事業を継続した場合に発生する

便益を対象とし、

【 with 】 ：岸壁整備を継続した場合

【 without 】：岸壁整備を中止した場合

の両者を比較するものとする。

なお、当事業においては、現時点において岸壁が未整備であり、便益の

発現が無いことから、残事業の便益は、ａ．で算出する便益と同じである。

輸送コストの削減便益

● 船舶の大型化による輸送コスト削減便益

次頁に考え方とその発現過程を示す。

ｃ．便益の計測（項目毎）

便益として計測する項目は、以下のとおりである。
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製材、紙・パルプは、現状で、Ｊ、Ｒ，Ｌ岸壁（主に水深10m）を利用して北米、南米より1．2万
DWT級貨物船により輸送されている。プロジェクトが実施されれば、岸壁水深が深くなることによ
り大型貨物船（4．5万DWT級）での輸送が可能となり、より少ない輸送回数での輸送により海上
輸送コストが削減される。

＜物流の効率化＞ 輸送コストの削減
船舶の大型化による海上輸送コスト削減便益

便益の算出

便益計測対象品目・
年間取扱貨物量の設定

年間寄港回数の計算

便益の計算（＝差）

製材、紙・パルプ ３８０千ｔ

８．５億／年８．５億／年

寄港する船型の設定

海上輸送費用の計算

【 with 】

4.5万DWT級

１０回

６．９億

【 without 】

３２回

1.2万DWT級

１５．４億

本プロジェクトの実施により、船舶の大型化による「林産品（製材）」、
「軽工業品（紙・パルプ）」に係る海上輸送コストを削減できる。この削減
額を便益として計測する。

【 with 】 ： 岸壁が整備された場合
→ 大型船(4.5万DWT級)の寄港が可能

【 without 】： 岸壁が未整備な場合
→ 大型船の寄港が不可能
→ 寄港可能な船舶(1.2万DWT)での輸送

【 with 】：4.5万DWT級船舶で輸送

南港東岸壁
(-13.0m)

寄港回数寄港回数
1100回回//年年

航行日数
北米～大阪：20日
南米～大阪：45日

【 without 】：1.2万DWT級船舶で輸送

Ｒ、Ｌ岸壁
(-10m)

Ｊ岸壁
(-12m)

寄港回数寄港回数
3232回回//年年

航行日数
北米～大阪：21日
南米～大阪：49日
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費用便益分析結果

・費用の算定 （割引率・デフレータ・維持更新費用を考慮しない場合）

プロジェクトの総費用 １１３億円

既投資額（Ｈ１７年度末） ３６ 億円

進捗率 ３２％

・便益の算定

輸送距離・時間短縮等の便益 ８．５億円／年（平均）

・費用対効果分析結果

２．１費用対便益（Ｂ／Ｃ）

５６億円費 用（Ｃ）

１２１億円便 益（Ｂ）残事業の効果

CO2削減量
４,６５７ﾄﾝ-C／年（海上）

その他貨幣換算

しない効果

全体事業の効果

CO2の削減その他貨幣換算

しない効果

１．３費用対便益（Ｂ／Ｃ）

９７億円費 用（Ｃ）

１２１億円便 益（Ｂ）

現在価値換算後項 目区 分
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５．今後の事業進捗の見込み

スーパー中枢港湾関連事業であるC12ターミナル及び（仮称）
夢洲トンネルを最優先するとの方針により、当該施設の事業費

を抑制している。

これら最優先施設の整備完了後に予算を集中させ、平成２６

年度末に完成・供用の予定。

本施設の整備にあたっては、昨今の貨物需要の動向や港湾利

用者の要請を勘案のうえ、最適な工法・構造を選定しており、引

き続き現計画に基づき整備を推進する。

施工にあたっては、更なるコスト縮減を図るための設計及び施

工検討を行うことでコスト縮減に努める。

６．コスト縮減及び代替案の検討

（事例）標準ケーソンの幅と、取付ケーソンの配置を工夫して、全体函
数を減らし、１．４億円のコスト縮減

標準函 11函
両端異形函２函
取付函 ２函

標準函 10函
両端異形函２函
取付函 ０函
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７．対応方針

１．事業の必要性

２．事業進捗の見込み

３．コスト縮減及び代替案の可能性

【対応方針（原案）】

事業継続

大阪港南港東地区多目的国際ターミナルは、大阪港における

埠頭再編に対応し、物流の安定化・効率化を図る重要なプロジェ

クトであり、地元企業・ユーザーによる事業推進の要請は高い。

今後とも引き続き事業を進め、平成２６年度末の完成を目指す。

大阪港の既存施設の再編による物流の効率化や産業立地

競争力の強化に寄与するとともに、遊休化した木材整理場の

活性化が期待される。

最優先プロジェクト（スーパー中枢港湾関連事業）の重点投

資の終了後、予算を集中させ、平成２６年度末に完成・供用の

予定。

施工にあたっては、更なるコスト縮減を図るための設計及

び施工検討を行うことでコスト縮減に努める。


